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 続く第 2 節では、データの流れの観点からプラットフォーマーを中心とする企業間の相
互依存関係をビジネス･エコシステムと捉え、その機能について考える。第 3 節では、デー
タの経済的性格を確認した上で、ビジネス･エコシステムにおけるデータ提供者・分析者・
































析者・データ利用者の 3 者の相互依存関係として捉えることができる。 
こうした 3 者の相互依存関係は、次の 3 つのルートでビジネス・エコシステムの効率性

































































  <図 1> ビジネス･エコシステムの機能：模式図 
 




















































































































































6 Varian(2014)，p.4 を参照。 
7 United States, et al., v. American Express, 88 F.Supp.3d 143, 2015 WL 728563 (E.D.N.Y., Feb. 19, 






【Amex 事件連邦最高裁判決(2018 年 6 月 25 日)】8 
 (事案の経過) 
本件は、クレジットカードサービスに関する事案であり、本件の控訴人（被告）は、ア
メックスである。本件の被控訴人（原告）は、米国連邦司法省や Ohio 州等である。 





ードを使うなら、（カード手数料が Visa やマスターカードの方が安いので）価格を 5％安く
する」という具合にカード保持者を特定のブランドのカードに切換えるよう誘導すること
を、加盟店による転向(merchant steering)という。 
ビザ及びマスターカードは、2011 年 7 月 20 日、原告と和解した。アメックスは、その
後も訴訟を継続し、2015 年 2 月 19 日、本件で問題とされた行為がシャーマン反トラスト
法 1 条に違反するとした（事実認定及び違法性の評価にかかる）判決9が、引き続き 2015
年 4 月 30 日、本件「転向禁止条項」を 10 年間禁止する差止命令10が、それぞれ下された。
これらの連邦地裁の判決及び命令に対して、アメックスが控訴した。 
2016 年 9 月 26 日、第 2 巡回区連邦控訴裁判所は、アメックスの主張を容れ、連邦地裁
が画定した関連市場は狭すぎて誤っており、被控訴人が「転向禁止条項」がシャーマン反
トラスト法 1 条に違反すると認定するにあたり必要な立証責任を果たしていないとして、
アメックスに有利な判断をするよう指示した上で、第 1 審判決を破棄し差し戻した11。 
この連邦控訴裁判決に対して、Ohio 州を含む 14 州が裁量上告を申立て（司法省は上告
人に加わらなかった)、当該裁量上告に対して、2018 年 6 月 25 日、本件判決が下された12。 
 
（事案の概要と判旨）法廷意見(Thomas 裁判官が執筆。Roberts 首席裁判官、Kennedy、
Alito、そして Gorsuch 裁判官が参加） 
(1) American Express Compan 等 2 社（以下、「被上告人」という。）は、2 つの異なる
顧客グループ（クレジットカード保有者と加盟店）間の取引を仲介する、経済学でいわゆ
 
8 Ohio v. American Express Co., 585 U.S. ___ (2018) 
9 United States, et al., v. American Express, 88 F. Supp.3d l43 (E.D.N.Y2015). 
10 United States, et al., v. American Express, 2015 WL 1966362, 2015 -1 Trade Cases P 79,148 
(E.D.N.Y., Apr.30, 2015). 
11 United States, et al., v. American Express, 838 F.3d l79, 185-186, 2016-2 Trade Cases P 79,766(2d 
Cir. 2016). 









































 (a) シャーマン法第 1 条は、「不当な（取引）制限（“unreasonable restraints” of trade）」
を禁止している（State Oil Co. v. Khan, 522 U. S. 3, 10. を参照）。当該制限は、当然違法
の原則（per se）による不当か、それとも合理の原則（rule of reason）により判断される
「不当」か、のいずれかに当たる必要がある（Business Electronics Corp. v. Sharp 













































や産出量のデータから競争への損害を推定することができまい」（Brooke Group Ltd. v. 































 国際ブランド（例えば VISA）は、Visa 加盟店に対して、支払のために適切に提示された









手段の効用は増大する。間接的ネットワーク効果を考えると、Honor all cards rule は、結










13 グーグルストリートビューのペイロードデータ収集問題については、第 176 回国会衆議院経済産業委員























































15  2008会計年度（2007 年 10月～2008年 9月）におけるＦＴＣの職員数（FTE＝常勤職員数）は 1094名、



















Cooling-off Period for Door-to-Door Sales, 16 C.F.R. Part 4 29)，テレマーケティン
グ販売規則(FTC Rule, for Telemarketing Sales, 16 C.F.R. Part 3 10.1-10.8)等のよう
な消費者取引に関する数多くの規則を制定している。 
なお、ＦＴＣは、多種にわたる特定の消費者保護法令も執行している（例：信用機会平
等法（the Equal Credit Opportunity Act）、貸付真実法（Truth-in-Lending Act）、公
正信用報告法（Fair Credit Reporting Act）、タバコ表示広告法（Cigarette Labeling and 
Advertising Act））。これらの法律は、特別に定義された取引慣行を禁止し、違反行為を
ＦＴＣ法第 5 条第 a 項中における「不公正又は欺瞞的な」行為又は慣行として扱うことを
明記している21。ＦＴＣの規制対象は民間部門であるが、原則は個別法によるセクトラル方
 
する法律（HIPAA：Health Insurance Portability and Accountability Act）、電気通信法、児童オンライ
ンプライバシー保護法(COPPA：The Children's Online Privacy Protection Act)、金融サービス近代化法
(GLBA ：Gramm-Leach-Bliley Act)等が制定されている。 
18 生貝(2011)11 頁以下、86 頁以下。アメリカでは、2000 年頃より、行動ターゲティング広告に対する自
主規制の取組みが進められてきた。FTC は、2009 年 2 月、「オンライン行動広告に関する自主規制諸原則」
(Self Regulatory Principles for Online Behavioral Advertising)と題するスタッフ報告を公表し、複
数の業界団体がこの原則を受けてガイドラインを公表している（American Association of Advertising 
Agencies(4A’s)、Association of National Advertisers (ANA)、Direct Marketing Association (DMA)、
Interactive Advertising Bureau (IAB)による自主規制原則である）。また、 Digital Advertising 
Alliance(DAA)は、2011 年 11月 7日、同諸原則を拡大する「複数サイトにわたるデータのための自主規制
諸原則」(Self-Regulatory Principles for Multi-Site Data)を明らかにしている。 
19 米国では、諸外国におけるいわゆるプライバシー・コミッショナーのような、独立した個人情報保護全
般を所管するような統一的な第三者機関は存在していない。 
20 ＦＴＣの組織及び権限は以下の通りである。ＦＴＣは、現在、委員長（Chairman）を含む 5 人の委員
（Commissioners）並びに事務総長（executive director）、3 局（競争局（Bureau of Competition）、


















































最近の動きとして興味深いのは、ＦＴＣは、2010 年 12 月 1 日、事業者及び政策立案者向
けの枠組案として、「急変する時代の消費者プライバシー保護」(Protecting Consumer 





















そのうえで 20スタッフ中間報告では、「追跡拒否」(Do Not Track, DNT)に基づくオプト・
アウトの仕組みを提案している28。 
 




28 これに対し、EU では、2010 年 11 月、「欧州連合内の個人データ保護に関する包括的アプローチ」を公
表し、「忘れられる権利」(Right to be Forgotten)を提案した。この権利は、削除権を明確化することを
目的としている。2012 年 1 月 25 日、欧州委員会は、EU における個人データ保護に関する制度を包括的に
改定する提案を公表した。これは、1995 年 10 月 24 日に採択された、「個人データ処理における個人情報
保護および自由移動に係る指令」（Directive 95/46/EC on the protection of individuals with regard to 






























 (２) プライバシー問題に対する経済学的アプローチ29 
 経済学の立場からプライバシーの問題を正面から取り上げた初期の研究は、情報技術の



























































































































































Commission, Conference on Behavioral Economics and Consumer Policy,Washington, DC (Apr. 20, 2007),
行動経済学、経済心理学についての邦語文献として、依田(1997)、子安・西村(2007)を参照。 
34  プライバシーポリシーとは、個人情報の保護に関する基本方針のことである。個人情報保護法第 7条
第 1項は、「政府は，個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため，個人情報の保護
に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない」と定め、「個人情報の保護に関

















































36 Frederick, et.al.(2002), Jolls & Sunstein(2006)を参照。 
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